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はじめに－本稿の目的と問題の所在  
本稿の目的は、17 世紀北米オランダ植民地（1624-1664）における女子の
教育を対象とし、女子に対する学校教育（初等レベル）の実態と教育観を明
らかにすることである。また、これは当時の教育の機会均等に関する研究を
解明するための準備研究でもある。 
	 日本はアメリカの教育制度や教育改革から様々な影響を受けてきたにもか
かわらず、その教育制度の伝統を理解するための教育史的研究は充分とは言
い難い。特に植民期の研究は僅かであり、さらにその少ない研究の中で、ニ
ュー・イングランドのピューリタンやヴァージニアを対象とした研究が主で
ある。とりわけ前者のみがアメリカの教育理念の形成の起点として取り上げ
られることには疑問が残る。なぜなら植民期に新世界へ渡って来たのはイギ
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リス人だけではなく1、入植地もマサチューセッツ湾植民地やヴァージニア植
民地だけではなかったからである。未研究の植民地が研究されてはじめて植
民期全体としての評価がなされるべきと考えれば、注目の少ないオランダ植
民地の教育やそれを取り巻く社会背景の研究も重要である。 
	 本稿では、オランダ植民地へ移住した人々が女子に対してどのような教育
観を持っていたのかを明らかにしたい。当時オランダ本国では、初等学校が
地方の小さな村でも設立され男女ともに学校に行くのが当たり前であった。
この教育伝統は植民地では変容したのであろうか。 
	 オランダ植民地における教育に関する文献は、アメリカにおいてでも唯一
W. H. Kilpatrick の The Dutch Schools of New Netherland and Colonial New York
（1912）が存在するのみである。現在、ニューヨーク州立図書館（オルバニ
ー市）に付属するニュー・ネザーランド研究所（New Netherland Institute）で
様々な分野での史料の発掘・精査・保存と研究が推進されている。しかしな
がら、教育分野の研究は行われていない。日本国内でも、この植民地を主と
する研究は分野を問わず無きに等しい。 
	 女子教育に関して Kilpatrick によれば、オランダ植民地では女子の通学の
実態を表す直接的な記録は無いが、その形跡がところどころに見られるとし、
証拠としていくつかの史料を挙げている2。	 しかし、それら史料から引用さ
れている事例の議論は充分に行われていない。 
	 本稿の構成は、初めに Kilpatrick が提示した史料からいくつかの事例を用
                                                                  
1 オランダ植民地は、多民族･多宗教･多言語といった多文化共生社会であった。例え
ば、オランダ西インド会社が雇用していた兵士の祖国内訳（1635-1674 年）によると、
304名中オランダ人 46％、ドイツ人 35.5％、スカンジナビア人 7.6％、イギリス人 5.9％、
フランス人 0.2％、スイス人 1.6 人、他 3％、不明 1％であった。（Jacobs, Jaap, New 
Netherland: A Dutch Colony Seventeenth-Century America, Boston, 2005, p.54, 表 2.1）ま
た、文化的多様性が最も集中していたのはニュー・アムステルダムで、マンハッタ
ン島では 1646 年までに 18 の言葉が話されていた。オランダ語、フラマン語（フラ
ンダース地方）ワロン語（ベルギー南部）、フランス語、デンマーク語、ノルウェー
語、スウェーデン語、英語、スコットランド語、アイルランド語、ドイツ語、ポー
ランド語、ボヘミア語、ポルトガル語、イタリア語が、この入植地の初期の住民の
間で使われていた。（Zwierlein, Frederick, Religion in New Netherland: A History of the 
development of The religious conditions in the province of New Netherland 1623-1664, John 
P. Smith Printing Company, 1910, p.140: Cremin, A. Lawrence, American Education: The 
Colonial Experience 1607-1783, New York, 1970, p.19） 
2  Kilpatrick, W.H., The Dutch Schools of New Netherland and Colonial New York, 
Philadelphia, 1969(1912), p.217 
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いて女子教育の存在を裏付ける検証を行い、そこから読み取れる教育観を考
察する。さらに、オランダ植民地下の女性の立場について検討し、教育的な
意味を探る。次に、オランダ本国における女子の学校教育と女性商人や法的
な関わりに着目しオランダ植民地との比較を試みる。 
 
Ⅰ.	 オランダ植民地での女子教育と女性の社会的立場 
	 Kilpatrick は、教師･学校によって残されている史料には女子が通学してい
たという直接的な記録は見当たらないとし、結婚契約書、遺言書、教会記録、
旅行記の史料を証拠として挙げている。ここでは、これらの史料からいくつ
かの事例を取り上げ、家族関係や教育について詳細に検討する。 
 
1.	 史料からの事例 
	 1-1.	 結婚契約書 
	 当時は再婚率が高く、再婚する者同士それぞれが財産目録を作り、前配偶
者が残した遺産が再婚によって所有があいまいにならないように、裁判所に
届け認定してもらうことが普通に行われていた3。  
	 1632 年にある未亡人が再婚する際に再婚相手と交わした結婚契約書の中
で、未成年である娘と息子へ亡き夫の遺産からそれぞれ等しく 300 ギルダー
を与えること、子どもたちが成人するまで扶養すること、親の役目として学
校に行かせ、職業訓練を受けさせることなどが記されている4。同様に、1643
年配偶者を亡くした再婚同士の男女が作成し結婚契約書においても、次のよ
うな記述がある。夫は亡き妻の遺産 3000 ギルダーを 3 人の子どもたち（娘二
人、息子一人）へそれぞれ 1000 ギルダーずつ与えること、妻は亡き夫の遺産
を二人の子どもたち（息子と娘）に対しそれぞれ 200 ギルダーを分け与える
こと、そして再婚後夫婦はまだ幼い妻側の娘の財産を使用することなく衣食
を十分に与え、学校に送り読み書きと手仕事を学ばせることとある5。 
                                                                  
3  Grotius, Hugo, Lee. R.W. (translated), The Jurisprudence of Holland, Oxford, 1926, 
pp.23-33 
4 A.J.F. van Laer, translated, Kenneth Scott and Kenn Stryker-Rodda, ed. New York Historical 
Manuscripts: Dutch, Volume I, Register of the Provincial Secretary, 1638-1642, 
Genealogical Publishing Co., Inc, Baltimore, 1974, p. #6; ‘......to keep them at school and to 
give them a good trade, as parents ought to do.’ 
5 A.J.F. van Laer, translated, Kenneth Scott and Kenn Stryker-Rodda, ed. Volume II, Register 
of the Provincial Secretary, 1642-1647, Genealogical Publishing Co., Inc, Baltimore, 1974, 
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 子どものいる結婚契約書の中には、ほとんどの場合、「学校に入れる」とい
う一文が明確に盛り込まれており、さらに夫婦は互いの子どもに対して男女
問わず、教育に必要な費用は場合によって遺産の中から捻出し、責任を持っ
て教育することの文言が添えられている。それは前配偶者との間の子どもた
ちの生活と教育の保障のためであった。「学校」という言葉が使用されていな
い場合でも「読み書き･職業（訓練）」という言葉が見られ、学ぶことの重要
性を親が認識していたことがわかる。また、「娘」「息子」の呼び方ではなく、
「子どもたち」と書かれている場合がほとんどである。この理由として、親
たちには「子ども」に対して性別の区別の意識が無かったのか、あるいは、
初等教育において男女どちらに対しても教育の機会が与えられるのが当然と
考えていたため「子どもたち」という一語のみを用いたのではないかと推測
される。 
	 裁判所での契約書の作成と提出の際には、裁判所判事、孤児保護官、職員
が同席し、親族、知り合いの複数の証人がともに出廷している。同時に、未
成年の子どもの後見人の指名も必ず行われ、不動産が抵当に入れられること
も多かった。契約が確実に履行され、親の再婚によって子どもの人生に不利
益が生じることが無いように保護されていたと考えられる。裁判所という公
的な手続きを踏むことで、親は社会に子どもの扶養や教育の責任を果たそう
と努めていた。契約書は裁判所で管理保管されていたので、そこでの決定事
項である「学校に行かせること」「学ばせること」「 教育すること」が、契約
の中に単に形式的に記述されるだけではなく現実に行なわれていた可能性は
高い。 
 これらの事例以外にも同じように、娘に対する教育の配慮が多く見られる6。
                                                                  
pp. 144-147/ #64；’…to send her to school and to let her learn reading, writing and a good 
handicraft…’ 
6 例① Fernow, Berthold, trans.& ed., Minutes of the Orphanmasters of New Amsterdam, 
1655-1663, New York, 1902, pp. 27-29; 1657 年 1 月 23 日, 妻に先立たれた Claes 
Peitersen Cos と再婚相手の未亡人 Claes Teunissen との間で、夫の 2 歳の娘について
協議された。「二人の再婚前に財産の見積もりや処分を行い、その幼子に対して成人
まで、あるいは結婚するまで、衣食に気を使い、読み書きと裁縫やそのほかの役に
立つ知識･仕事を習う機会を与えること（......to make her learn, as opportunity offers, to 
read, write, sew and some other useful knowledge......）、成人･結婚の際には、現金 200 フ
ローリンを贈与すること」が合意された。 
例② Pearson, J. and Van Laer A.J.F, trans. & ed., Early Records of the City & County of 
Albany and Colony of Rensselaerwyck, Vol. I, Albany, 1869, pp.390-391; 1664 年 11 月 12
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共通していることは、親が未成年の子どもに対して「成人するまで」（当時
25 歳が成人年齢）あるいは「結婚するまで」、生活の援助や教育を受けさせ
ることを当たり前に感じていたことである。 
	 以下に示す史料（遺言書、教会記録、旅行記）は、やや時代にずれがある
が、いくつか女子の教育について興味深い事例がある。これらはオランダ植
民地がイギリスへ譲渡された後のものであるが、イギリスがこの植民地に残
ったオランダ人に対し言語や習慣の継続を認めており寛容であった。 例えば、
オランダ人たちは改革派教会において、1835 年までオランダ語で礼拝を行っ
ていた7。このことからイギリス支配後でも、オランダ人植民地の人々の生活
や思想に劇的な変化をもたらさなかったと考えられる。 
 
1-2.	 遺言書 
	 親が残した遺書の中にも、将来を心配して娘に教育を受けさせるように配
偶者に書き残す内容が多く見られる。実際、結婚契約書にも見られたように
遺言書の中でも「娘」「息子」という表記より圧倒的に「子どもたち」と書か
れている場合が多い。従って、名前を見て初めて、娘の存在が確認できた。
1680 年に作成された遺言書には、娘 Anna が、適正な額の遺産をもらうこと、
妻は娘を適切に養育し生活していけるように読み書きと手に職をつけられる
教育を受けさせることとある。また、1676 年に作成された遺言書には、「子
どもたちがみな等しく扱われ,長男だけが特権を持つことはない」とし「財産
は子どもたちの間で等分に与えられる。子どもたちには、読み書きと一生生
活していける仕事が身につけられるよう教育を受けさせること。」と書かれて
いる。さらに、1722 年の遺言書には、「5 人の息子と 3 人の娘に等しく財産を
わけあたえること。（略）妻はどの子どもに対しても平等であるために、成年
に達していない子どもたちを養育し、それぞれにふさわしい教育が受けられ
るようにする。すでに成人した子どもたちには私（夫）が費用を出し教育を
                                                                  
日：夫に先立たれて再婚を希望する Cataryn Anderiese De Vos は、3 歳から 15 歳まで
の 6 人の子どもたち（そのうち娘は二人）に、夫の遺産 1000 ギルダーを贈与するこ
とに決めた。この義務を果たすことを誓い、その担保として自宅とスケネクタディ
村にあるお酒の醸造所が提示された。また、「神の畏れにおいて子どもたちを育て、
読み書きを勉強させ（......to bring up said children in the fear of God, to teach them to read 
and write, ......）、成人するまであるいは結婚するまで衣食を充分にあたえ育てること」
とし、将来もこの合意事項を守っていくことを誓った。 
7 Jacobs, op.cit., p.481 
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受けさせたので、未成年の子どもたちには自分の死後、親がいないという理
由で受けられるはずの教育が受けられなかったということがないようにする。
子どもたちには平等にすること。（略）8」とし、子どもたちに平等であるこ
とが強調されている。時には亡くなった息子の子ども、つまり孫たちへの遺
産贈与と教育的配慮を記す遺言書まである9。 
	 このように子どもがいる場合の遺言書には、いくつか注目すべき点がある。
財産の贈与と教育は共に述べられており、財産は男女問わず等しく分配され、
長子相続権を認めていないことと10、基礎教育ではあるが教育機会をどの子
どもにも等しく与えようとしていることである。「成人するまで」あるいは「結
婚するまで」扶養･教育配慮がなされ、「読み書き」そして「一生生活してい
ける仕事」を学ぶことに重点が置かれている。親の状況に左右されない安定
した子どもの生活や教育を保障しようとしたことが理解される。また、オラ
ンダ植民地では授業料が徴収されていたことから、その支払いを相続財産で
まかなうことができた。男女間の区別をしない親の教育観により、女子も男
子も人生設計の礎を教育によって築くことができたのである。 
 
1-3．教会記録 
	 教会の記録にも女子が学校に通学していた形跡が記されている。 
1698 年 9 月 14 日の牧師による記録によれば、New York の教会で、長老会
や多くの教会員や聴衆の前で、詩歌・賛美歌・祈りの言葉をどれだけ多く暗
                                                                  
8 Abstracts of Wills on File in the Surrogate's Office, City of New York, Vol.II, 1708-1728, 
Collections of the New York Historical Society for the Year 1893 (Vol.26)（以下 Abstracts II）,  
pp. 275-276  
9 Abstracts of Wills on File in the Surrogate's Office, City of New York, Vol.I, 1665-1707, 
Collections of the New York Historical Society for the Year 1892（Vol. 25）（以下 Abstracts I）,  
pp.297-298 
10 Abstracts I, ibid., pp.142-143；1676 年 3 月 12 日、相互遺書作成者、夫 Christopher 
Hoogland、妻 Catharine Cregier（New York 在住）「法律に則った子孫でもあり相続人
でもある 5 人の子どもたち（Dirck, Harman, Martin, Christopher, Frances DeGroot 
Hoogland；娘ひとり）には、神の恩恵により将来遺産が与えられるが、みな等しく扱
われ、長男だけが特権を持つことはない。（略）残されたもの夫でも妻でも全財産が
贈られることに同意する。（遺言者は上記夫妻）残されたものが再婚する場合、財産
は子どもたちの間で等分に与えられる。また、子どもたちには、読み書きと一生生
活していける仕事が身につけられるよう教育を受けさせること（......they are to be 
caused to learn to read and write, and a trade by which they may live, ......）。成人したら遺
産を贈与する。（略）」 
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誦できるかという試験を兼ねての競演が男子 44 名、女子 21 名の間で行われ
た。年齢は 7 歳から 14 歳、平均 10 歳（男子 13 名、女子 4 名は年齢不明）で
ある。結果は、女子の人数が少ないにもかかわらず暗誦が上手で良く学んで
いると判定された11。当時の初等学校の教育内容には、カテキズム（教理問
答12）の練習が必修とされ、教育活動として教師が日曜日に生徒を教会へ連
れて行きその練習の成果を披露していた。このことから、女子も学校に通っ
ていたことがうかがえる。またこの報告には、ある日曜日の礼拝前に 5 歳の
女の子がひとつも間違うことなく元気に堂々と暗誦を披露した事も付け加え
られている13。 
	 さらに、1733 年の学校運営の基準確認の記録が残っている。学校教育に関
して 6 項目が規定されており14、その 4 番目に次の記述がある。｢土曜日の午
前に、学校の全生徒男子も女子（the school-children, both boys and girls）も、
順番にカテキズムの‘主日’（‘Lord’s Day’）を朗唱するように練習すること。
それにより、生徒たちが新旧いずれの教会でも同じように正確に朗唱できる
であろう。｣ Kilpatrick は、これがオランダ植民地で初めて女子教育に関して
記述されたものであるとしている15。  
 
1-4.	 旅行記 
	 イギリス人ハミルトン氏（Alexander Hamilton）が、1744 年の 5 月から 9
月にかけてメリーランド州からニューハンプシャー州まで東海岸を旅行した
                                                                  
11 Corwin, E.T., Ecclesiastical Records, State of New York, 1901-1906, pp.1233-1240; これ
は全 7巻からなる 1621年から 1810年ごろまでのオランダ改革派教会の記録である。
本国からの教会会議の決定事項の連絡や牧師による行事の報告、長老会議の記録・
報告の書簡などが含まれている。 
12 信仰問答書。問答形式による教育を目的とした書物。語源のギリシャ語、「カテケテ
ィン」には、「響き返す」または「こだまする」という意味がある。対話の相手から
応答を期待して、対話を試みながら教え口授する。キリスト教徒になるための基本
的な教科書として使われた。（マッセリンク、E.J, 伊藤真也訳『宗教改革のあゆみ』
すぐ書房、1977, p.18） 
13 Corwin, op. cit., p.1240 
14 Ibid., p. 2626; 6 つの規定とは以下の通り。①学校修業時間を夏は午前 8 時から 11 時
と午後 1 時から 4 時とする。冬は午前を 30 分遅く開始する。②祭日は、教会の判断・
決定による。③慣例に従って、水曜日、土曜日の午後は学校がない。④本文中説明。
⑤学校では長老会によって監修され認可された教科書が使用される。⑥年に最低 4
回、長老会や教会役員の面前で正式な試験を受けなければならない。 
15 Kilpatrick, op.cit., p.217  
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記録がある。途中オルバニー（Albany）に滞在した際に、そこの学校を訪問
し「男子と女子の生徒約 200 人が学校で学んでいる。」（‘I went to see the school 
in this city, in which are about 200 scholars, boys and girls.’）と書き残している16。
この言葉以外に、学校の様子が全く語られておらず、また学校訪問の目的も
説明されていないが、女子が学校で学んでいたことは明確である。 
 
2.	 オランダ植民地の女性 
	 オランダ人の法学者グロティウス（Grotius）が、「社会に共通する法律無し
では共同体は存在しえない。」と語ったようにオランダ植民地でも、植民の始
めに裁判所、教会、学校が設立されるのが常であった。1664 年には 15 の裁
判所が存在した17。この植民地では、女性が原告、被告、証人となって裁判
に関わる事例が多く見られる。その例の一つとして、1657 年 4 月 24 日、居
酒屋兼宿屋を営む女性が 3 人の客に未払い料金の支払いを求めて裁判所に訴
えている。その際に帳簿が証拠として提出され、判決の証拠資料として採用
されている18。帳簿作成に関しては、Ulrich が 1650-1750 年の間にニュー・イ
ングランドでつけられた帳簿のうち、女性が記帳したものは無かったと述べ
ている19。オランダ人女性は、名前の記入・署名も夫の名前を使わず、結婚
前の姓を名乗っている。植民地という状況から一般に女性は家事が主な仕事
であったと考えられるが、本国同様、夫の管理のもと女性が財産を持つこと、
夫と財産を共有すること、仕事上のパートナーとして貿易や商売に携わるこ
とは珍しくなく、夫の管理の悪さを裁判所に訴えたり、借金の連帯保証人に
なったりすることもあった20。このように、職業においても法律においても、
女性は男性と同等の立場にいることができた。商売を共に行なったり、裁判
で自らを主張したりするには、男性もそうであったように、女性も社会で役
立つ知識が無くてはならなかったと思われる。初等学校を修了後、家に残る
                                                                  
16 Hart, Albert Bushnell, ed. Hamilton’s Itinerarium: being a narrative of a journey from 
Annapolis, Maryland through Delaware, Pennsylvania, New York, New Jersey, Connecticut, 
Rhode Island, Massachusetts and New Hampshire, from May to September, 1744, 1907, p.78 
17 Jacobs, op.cit., p.48: Grotius, op.cit., p.461 
18 Shattuck, Martha Dickinson, A Civil Society: Court and Community in Beverwijck, New 
Netherland, 1652-1664, Ph. D. diss., Boston University, 1993, pp. 140-141 
19 Ulrich, Thatcher Laurel, Good Wives: Image and Reality in the Lives of Women in Northern 
New England 1650-1750, Boston, 1991(1982), p.45 
20 Shattuck, op.cit., pp.140-191 
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にしても徒弟や結婚で家を出るにしても、学校での読み書き計算の基礎学習
とその運用・定着には、学校教育が有益な手段となったであろう。 
 
Ⅱ.	 オランダ本国での女子教育と女性の社会的立場 
	 本節では、女子も学校教育を受けていたという推測の裏づけを補足するた
めに、オランダ植民地に移入される前の本国での女子教育の実態や女性を取
り巻く環境はどのようなものであったかを概観する。なぜなら商業貿易を目
的に創設されたオランダ植民地の人々は、本国の生活習慣や生活様式、思想、
社会体系をそのままに持ち込もうとしたと考えられるからである21。 
 
1.	 オランダ本国での女子教育 
	 オランダでは、1574 年第一回ドルト宗教会議で教育が重要課題として取り
上げられ、初等学校が全村落に開設されることと教師の適正な給与額につい
て話し合われた22。また、貧民子弟に対しては無償教育とすることが決定さ
れた23。1630 年には地方の田舎であるドレンテ（Drenthe）でさえ 7 歳から読
み書きを習得するまで子ども全員に対し授業料を州が負担する条例が出され
ている24。このような状況の中で、女子が学校に入学を認められていたこと
は、女子生徒の扱い方を決めた記録から明らかである。たとえば 1583 年ゼー
ランド（Zeeland）の規則には、「実行可能ならば男子・女子を別々の学校に
すべきである、それが不可能であれば、男子と女子は長いすに別々に座り、
学校の内外どこでもできる限り別々にされるべき」としている25。また、1627
年ナイカーク市（Nijkerk）の学校規則では 3 人の教師が決められており、ひ
とりはオランダ語、もうひとりはラテン語、残りのひとりは女子のクラスを
担当する教師であった。1654 年のユトレヒト（Utrecht）の学校規則も同様で
ある26。	 男女別々に教えられていたものの、これらは女子が男子と共に初等
                                                                  
21 Venema, Janny. Beverwijck: A Dutch Village on the American Frontier, 1652-1664, State 
University of New York Press, 2003, pp.97-98, pp.172-174, pp. 235-236: Monroe, Paul.  
Founding of the American Public School System, New York, 1940, p.69: カバリー、E.P. 
（川崎源訳）『カバリー教育史』大和書房、1985(1920), p.266 
22 Kilpatrick, op.cit., p.19: Vries & Ad van der Woude, op.cit., p.170 
23 Ibid., p.20 
24 Jan de Vries & Ad van der Woude, The First Modern Economy: Success, Failure, and 
Perseverance of the Dutch Economy, 1500-1815, Cambridge, 2003(1997), p. 170 
25 Kilpatrick, op.cit., p.30 
26 Ibid., p.30; Utrecht の学校規則（1654 年）の 11 項目には「10 歳以上の男子は、女子
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学校への入学を認められていたことを十分に示している。 
イギリス人チャイルド氏（Josiah Child）は、1665 年に次のように述べてい
る。「北オランダの富を増加させた理由のひとつは、全ての子ども、つまり息
子ばかりでなく娘に対しても教育が行われていることである。子どもは書く
ことができ計算や簿記の知識と使い方の知識を学び、それを利用できるよう
に教育された。このようにして、オランダ人の子どもは、あらゆる種類の商
売の能力が持てるように育つ。」チャイルドによれば、オランダでは、社会の
低階層にある人々においても同じであった27。 この記述からも当時のオラン
ダ社会では教育の重要性が十分に認識され、女子に対しても教育の関心が払
われていたことがわかる。 
	 植民地においてもこのようなオランダ本国の教育伝統が引き継がれ、子ど
もの教育が重要視され、男子だけではなく女子も当然のように初等学校で教
育を受けていたのではないかと考えられる。 
 
2.	 オランダ本国の女性 
	 当時のオランダは、世界一の貿易国として全ヨーロッパの富を一手に掌握
していた。都市では職業の種類が多く外国人との交流も活発であり、女性の
労働力も必要とされ男性労働者と同じように女性も重労働に就いた。女性も
経済的に自立することができ28、男女間の賃金差はほとんどなかった29。 
	 このような社会で、女性商人が多かったことと法整備が行き届き女性も裁
判に関わることができた点に着目し、女性の取り巻く環境を検討する。 
	 はじめに、女性商人について商売を営むにはどのような能力が必要である
                                                                  
と離れて座る。一番の年上のものは教師の隣に座る。」と記されている。 
27 Heuvel, Danielle Van den, Women & entrepreneurship: Female traders in the Northern 
Netherlands, C.1580-1815, Amsterdam, 2007, p.48; チャイルド（1630-1699）はオランダ
大使としてオランダに滞在。東インド会社ムガール帝国の総督を務め、経済学者で
もあった。 
28 Jan de Vries & Ad van der Woude, op.cit., p. 596: フェリュウェにおける 1749 年の職業
統計調査では、世帯主である働き手の 6 人にひとりが女性。これら女性世帯主の 30％
は商店主または商人であった。こうした女性たちが経営する店はあらゆる種類に及
び、食料雑貨店、薬屋、本屋、服地屋、中古品屋があった。また、女性が従事した
職業として、教師、宿屋、パン屋、肉屋、ビール醸造業者、靴職人、製粉業者、織
工、ワイン商、助産婦、仕立屋、鍛冶屋、材木商、連畜御者、ボタン職人などがあ
った。 
29 Ibid., pp.600-601 
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のか考察する。女性商人が商売で成功するためにはそれなりの知識が必要で
あることは容易に想像できる。商売を行うためにはまず、商品の値段やおつ
りの計算能力が必要である。支払いには、領収証や帳簿の記入、出回ってい
る硬貨の両替、支払い手段として用いられた物々交換の金額の換算、商売人
としての登録申請、さらに、信用取引での商品販売、これに伴う帳簿での顧
客の名簿の作成と確認作業、請求書の記入など、計算も読み書きも必要であ
る。また、商品管理のために自分が売買する商品の価値や品質の知識も必要
である30。 また、外国人が多く住むアムステルダムの大都市などでは、おそ
らく数ヶ国語をも習得しなければならなかったのではないだろうか。  
	 次に、女性と法律について考える。自立した女性は一市民・個人として認
められ、裁判では原告・被告・証人になりえた。このことは、確固たる自己
を持ち、「平等」や「人権」の認識があることを意味する。少なくとも法律の
意義・価値といった本質を理解し自分にとって何が不当であるかという知識
や判断が無くては裁判に向かうことはできない。また、裁判の手続きやそれ
に関連する読み書きの能力が必要であったに違いない。本国では一般の女性
のみならず孤児として育った女性も成年に達すれば、独身なら単独で法的手
続きをとることができた。結婚すると夫の管理下に置かれたが、実際は夫が
積極的に異議を唱えない限り、既婚女性にも契約上の権利が認められていた。
必要に応じて、女性は結婚契約を通じてそのような権利を法的に獲得するこ
とも可能であった31。	 
	 このようにオランダ本国では社会的に男女差は無く、Ⅰ-2 節でみてきたよ
うに本国と同じような体制がオランダ植民地に継続されて行ったことが理解
される。 
 
結び  
	 以上、オランダ植民地における女子教育について、結婚契約書、遺言書、
教会記録、旅行記の史料を通して検証してきた。Kilpatrick が述べているよう
に、確かに本国の教育伝統を引き継ぎ、女子が学校へ通っていた形跡が見ら
れた。特に、結婚契約書や遺言書の中で、財産は子どもたちの間で男女関係
なく等しく分与され、子ども皆が学校へ通うことが期待されていたことが分
かった。子どもたちは保護される立場と理解され、家庭では同等に育てられ、
                                                                  
30 Heuvel, op.cit., p.47 
31 Jan de Vries & Ad van der Woude, op.cit., p.598 
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男女問わず教育を受けることによって、将来自立した生活が営めるようにと
親は願ったのである。	 
	 また、女性商人の活躍や法律を活用する女性たちの様子からオランダ植民
地においても、商業貿易国として繁栄したオランダ本国と同様の社会構造を
保持していたことが明らかになった。活発な商業活動は、様々な職業や労働、
知識を男性・女性両方に求め、それらを支える教育の必要性と重要性が認識
されていた。このような背景から誰もが教育の機会を得ることが当たり前で
あったと考えられる。	 
	 さらに、アメリカ合衆国独立以前の植民期にすでに性別にかかわらず平等
に学校教育の機会が与えられていたことは、画期的であった。なぜなら、同
じ時期、プロテスタントの神政国家を目指したニュー・イングランドのピュ
ーリタン社会では、女子には初等レベルの学校でさえ教育の機会は 18 世紀に
なるまで待たねばならなかったからである。しかもマサチューセッツ湾植民
地は、1642 年教育義務令、1647 年の学校設置令を設けたにもかかわらず、親
の関心が充分に得られず学校教育の普及が続かなかったのである32。 
	 今後の研究課題として、結婚契約書や遺言書の史料の入手・発見に努める
と同時に、植民地がオランダからイギリスに譲渡され社会体制が変わった後、
女子に対す教育の実態や人々の教育観がどのように変容したのかを見ていき
たい。また、教育機会の平等という視点から社会の弱者である貧困児や孤児
に対する教育について研究を進めたい。 
                                                                  
32 梅根悟監修	 『アメリカ教育史 I』、世界教育史大系 17、講談社、1975、pp. 17-18；
子どもたちにカルヴァニズム精神を植えつける教育を目的としていたが、教育義務
であって就学義務ではなかった。また、マサチューセッツ湾植民地は教会と国家が
連携した神聖国家であったため、教会の勢力が弱まるにつれて、義務教育制度も急
速に崩壊していった。 
